
令和７年度補正予算 重点支援地方交付金の活用状況について
山梨県 甲斐市

交付限度額 ７億５２１９万５千円

うち令和７年度 交付決定額 ７億５２１９万５千円（１００％）

うち令和８年度 交付決定額 －

残額 ０千円（０％）

■実施状況

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度を記載（詳細は別途実施計画をご覧ください）

◆物価高騰対策支援給付金事業 事業費：８億３６７４万６千円 ※食料品特別加算を活用
食料品等の物価高騰により影響を受けている市民に、食料品等の物価高騰に対する支援として１人１万円の現金給付を行う

ことで、物価高騰により影響を受けている家計負担を軽減する。

◆甲斐市プレミアム付デジタル商品券事業 事業費：１億８３７２万６千円
エネルギー価格・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている市民生活を下支えするとともに市内店舗での消費を促すこと

で地域経済の活性化及びデジタル化を促進するため、市民を対象としたプレミアム付デジタル商品券を販売等する。

◆甲斐市省エネルギー住宅等普及促進事業 事業費：３６８０万円
エネルギー価格の高騰の影響を受けている生活者に対し、ZEH（ゼロエネルギーハウス）基準等の住宅建築等の費用を一部

補助することで、更なる脱炭素に向けた行動変容を促すとともに市民生活を支援する。

生活者支援

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定

＜令和８年３月時点＞

◆甲斐市やまなしKAITEKI住宅普及促進事業 事業費：２８０万円
エネルギー価格の高騰の影響を受けている生活者に対し、省エネ性能の高い住宅建築等の費用を一部補助することで、市民

生活を支援する。


